
 

2025年度事業報告 
〔2025年４月１日から 2026年３月 31日まで〕 

 

はじめに（事業の概況） 

2025年度は、国内経済が緩やかな拡大基調となったものの、勤労者にとっては、円安や物価上

昇等により実質賃金は４年連続で減少したほか、日本銀行の政策金利の引上げに伴い住宅ローン利

用者の負担が増すなど、依然として厳しい側面も見られました。また、通商政策や中東情勢をはじ

めとする地政学的リスクが高まるなか、日本社会における人口減少の影響が年々顕在化しつつあ

り、当協会を取り巻く事業環境は一段と不透明さを増しております。 

斯かる状況下、働く人とその家族が安心して生活できるよう、「勤労者福祉の向上」「系統保証

機関としての役割発揮」「職場環境の整備」の３点の基本戦略に沿って各施策を実行しました。 

 

〔基本戦略１〕信用保証事業を通じた勤労者福祉の向上としては、勤労者の融資利用に係るニーズ

への対応として、非対面取引であるＲＡＮＳシステムにおいて、取扱商品に教育ローン(カード型)

を追加するとともに、ｅＫＹＣやＡＩ保証審査による業務フローの改善により審査の迅速化を図り

ました。また、ホームページのリニューアルを行い勤労者への情報提供を拡充するとともに、当協

会へご返済いただくお客さまに対しては、返済に係る各種手続きや問合せの窓口となる機能を設け

ることで利便性向上を図りました。厚生労働省との提携事業においては、勤労者の技能習得支援に

かかるリ・スキリング等教育訓練支援融資制度の保証引受を開始しました。 

〔基本戦略２〕系統保証機関としての役割発揮としては、労働金庫における融資伸張を企図して、

教育ローン(カード型)の最終弁済時年齢引上げをはじめとした保証条件の見直しを図るとともに、

労働金庫でのお客さまへの柔軟な対応が可能となるよう、介護や傷病等のやむを得ない事情で収入

が減少した場合についても返済条件の変更を可能とするなど基準を改めました。 

また、労働金庫の業務に資するよう、保証制度や代位弁済、債権管理等に係る出張研修を各金庫

向けに実施するとともに、効率的な融資審査に向けて自動承認率の向上を目的としたＡＩ保証審査

モデルのチューニング等を行いました。系統保証機関としての財務基盤堅確化の観点では、保証債

務履行能力の維持向上に向けた信用コスト率やＯＨＲ等リスク耐性および経営効率に係る管理指標

を整備しました。その他、効率的な資金運用や着実な求償権回収を行うとともに、新保証システム

の構築にも着手しました。 

〔基本戦略３〕基盤となる職場環境の整備としては、誰もが安心して働ける職場環境の実現に向

け、タウンホールミーティング等を通じて役職員が相互に信頼し心理的安全性の高い職場風土の醸

成を図るとともに、多様性の包摂に係る研修・学習を通じて理解促進に努めました。また、健康経

営に関する一体的な取組みを進め、前年度に引き続き健康経営優良法人 2026（大規模法人部門）

の認定を受けるとともに、プライバシーマークを新たに取得し内部管理態勢の強化を図りました。

職員のワーク・エンゲージメントの向上に係る取組みとしては、信用保証事業の実施に不可欠な職

員が習得するべきコア技能・差別化技能を整理するとともに、習得促進に向けた技能管理の取組み

を開始しました。  



 

〔2025年度主要計数計画の達成状況〕 ※補助金付事業の実績を除く（単位：百万円、％） 

 
計 画 値 

ⓐ 

実 績 値 

ⓑ 
差 異 

ⓑ－ⓐ 

達成率 

ⓑ／ⓐ 

前年度比（増減率） 

 前年度実績 

新規保証引受 1,814,456 1,929,291 114,835 106.3 △0.1 1,931,283 

 無担保 480,409 469,626 △10,782 97.8 0.7 466,372 

 有担保 1,334,047 1,459,665 125,618 109.4 △0.4 1,464,910 

保証債務残高 15,497,614 15,674,112 176,498 101.1 2.6 15,281,999 

 無担保 1,671,592 1,669,398 △2,193 99.9 4.8 1,592,396 

 有担保 13,826,021 14,004,713 178,692 101.3 2.3 13,689,603 

決算保証料 26,105 26,183 78 100.3 4.7 24,999 

 無担保 9,224 8,959 △264 97.1 6.9 8,380 

 有担保 16,881 17,224 343 102.0 3.6 16,618 

代位弁済 31,698 33,624 1,926 106.1 10.1 30,529 

 無担保 10,640 10,351 △288 97.3 7.7 9,615 

 有担保 21,057 23,273 2,216 110.5 11.3 20,914 

延滞率 0.11 0.10 △0.01 －  ※1△0.01 0.11 

求償権回収金 14,375 19,456 5,081 135.4 26.4 15,396 

 無担保 2,355 2,170 △184 92.2 4.8 2,071 

 有担保※２ 12,019 17,285 5,266 143.8 29.7 13,324 

※１ 延滞率の前年度比（増減率）は増減幅（ポイント）を記載。 

※２ 求償権回収金の有担保実績値には担保物件処分後の回収金を含む。 

 

１．主要計数概況 ※補助金付事業の実績を除く。（ ）内は達成率。 

（１）保証引受等の状況 

  ① 新規保証引受 

無担保は前年度比 0.7％増の 4,696億 26百万円（97.8％）となった一方、有担保は他行競

合等による影響を受け、前年度比 0.4％減の１兆 4,596億 65百万円（109.4％）となり、全

体では前年度比 0.1％減となったものの、計画値を 1,148億 35百万円上回る１兆 9,292億 91

百万円（106.3％）となりました。 

 

  ② 保証債務残高 

計画値を上回る新規保証引受により、無担保が前年度比 4.8％増の１兆 6,693 億 98 百万円

（99.9％）、有担保が前年度比 2.3％増の 14 兆 47 億 13 百万円（101.3％）となり、全体とし

ては前年度比 2.6％増、計画値を 1,764億 98百万円上回る 15兆 6,741億 12百万円（101.1％）

となりました。 

 

 

 

 



 

  ③ 決算保証料 

    無担保が前年度比 6.9％増の 89億 59百万円（97.1％）、有担保が前年度比 3.6％増の 172

億 24百万円（102.0％）となり、全体としては前年度比 4.7％増、計画値を 78百万円上回る

261億 83百万円（100.3％）となりました。 

 

（２）代位弁済等の状況 

  ① 代位弁済 

無担保が前年度比 7.7％増の 103億 51百万円（97.3％）、有担保が前年度比 11.3％増の 232

億 73 百万円（110.5％）となり、全体としては前年度比 10.1％増、計画値を 19 億 26 百万円

上回る 336億 24百万円（106.1％）となりました。 

代位弁済率は、前年度から 0.02 ポイント増の 0.22％となり、担保区分別では、無担保は

0.01ポイント増の 0.64％、有担保は 0.01ポイント増の 0.17％となりました。 

 

  ② 延滞率 

保証債務の延滞残高が前年度比 2.5％減の 161 億 20 百万円となったことにより、計画値を

0.01ポイント下回る 0.10％となりました。 

 

（３）求償権回収金等の状況 

  ① 求償権回収金 

    定例返済額の増額折衝等を強化したことや、競売および任意売却による物件売却の実施増

加により、無担保が前年度比 4.8％増の 21億 70百万円（92.2％）、有担保が前年度比 29.7％

増の 172億 85百万円（143.8％）となり、全体としては前年度比 26.4％増、計画値を 50億

81百万円上回る 194億 56百万円（135.4％）となりました。 

 

  ② 償却金額・求償権残高 

償却金額は、破産債権や回収不能債権の増加により、前年度比 45.2％増の 145 億２百万円

となりました。貸倒引当金より 124億 24百万円、債務保証損失引当金より 20億 61百万円を

それぞれ充当し、残りの 16百万円を貸倒損失としました。 

求償権残高は、前年度比 4.2％増の 1,018 億 81 百万円となり、担保区分別では、無担保が

260億円、有担保が 758億 81百万円となりました。 

 

〔参考：補助金付事業の実績〕 

（１）保証引受等の状況 

  ① 新規保証引受 

技能者育成資金融資制度、求職者支援資金融資制度、北海道限定となる就職促進資金融資制

度およびリ・スキリング等教育訓練支援融資制度の４事業を取り扱っており、前年度比 21.2％

増の２億 89百万円となりました。 

 

  ② 保証債務残高 

前年度比 5.2％減の 13億 74百万円となりました。 

 



 

（２）代位弁済等の状況 

  ① 代位弁済 

前年度比 16.2％減の 18百万円であり、代位弁済率は 1.28％となりました。 

 

  ② 返済免除 

就職促進資金融資制度およびリ・スキリング等教育訓練支援融資制度にて取扱いしており、

２件 0.17百万円となりました。交付要綱に従い、返済免除相当額を補助金として受け入れま

した。 

 

（３）求償権回収金等の状況 

  ① 求償権回収金 

前年度比 19.2％増の 14百万円となりました。交付要綱に従い、償却求償権回収金相当額の

補助金を返納しました。 

 

  ② 償却金額 

償却金額は、前年度比 9.0％増の 20 百万円となりました。交付要綱に従い、償却金額相当

額を補助金として受け入れました。 

 

２．決算報告 

（１）経常増減の部 

  ① 経常収益 

経常収益は 317億 78百万円となり、前年度より 28億 79百万円増加しました。 

増加の主な要因は、保証料が 11億 83百万円、受取損害金が９億 77百万円増加したことに

あります。 

 

  ② 経常費用 

経常費用は 232億 57百万円となり、前年度より 12億 92百万円増加しました。 

増加の主な要因は、代位弁済の増加により求償権残高が増加し貸倒引当金繰入額が 16億 70

百万円増加したことにあります。 

 

  ③ 当期経常増減額 

当期経常増減額は 85億 20百万円となり、前年度より 15億 86百万円増加しました。 

 

（２）経常外増減の部 

   前年度発生した労(勤)信協からの事業譲受による保証債務承継一時金が当年度は発生しない

こと等により、当期経常外増減額は７百万円のマイナスとなり、前年度より 15億 55百万円減

少しました。 

 

（３）当期一般正味財産増減額 

   以上のことから、当期一般正味財産増減額は 85億 12百万円となり、前年度より 30百万円

増加しました。 



 

３．社員および基本財産等の状況 

（１）社員 

当年度末の社員数は、13 労働金庫、２労(勤)信協、労働金庫連合会の 16 社員で増減はあり

ません。 

 

（２）基本財産および特定資産 

当年度末の基本財産は、保証限度率が 75％となるよう当期一般正味財産増減額から 34億 84

百万円を繰り入れた保証積立資産 1,357億 28百万円と寄付金積立資産 36億９百万円をあわせ

て、1,393億 37百万円となりました。 

特定資産は、当期一般正味財産増減額から 50億 27百万円を繰り入れた保証基盤安定化積立

資産 1,169億 32百万円と退職給付引当資産２億 98百万円、役員退任慰労引当資産 35百万円

をあわせて 1,172億 66百万円となりました。 

 

４．課題の遂行状況 

［基本戦略１］信用保証事業を通じた勤労者福祉の向上 

１．労働団体との交流等を通じた勤労者の安心感の向上 

（１）労働団体や事業団体等との情報交換を通じた保証制度の改善等 

① 中央労福協主催の全国研究集会等への参加を通じて、社会の貧困実態や様々な社会支援

活動について情報交換を行いました。 

② しんきん保証基金、全国農協保証センターとの３団体連絡会議や個別の意見交換会等を

通じて、他業態の経営環境や保証条件の情報収集を行いました。 

③ 他金融機関の動向や外部コンサルタントとの意見交換を通じて得られた情報を元に途上

与信モデルの導入を検討しました。 

④ 労働金庫の顧客層や金利水準等を客観的に評価できるよう、外部コンサルタントが主催

する金融機関間の情報交流会への参加を検討しました。 

⑤ 雇用保険未加入者等を対象とするリ・スキリング等教育訓練支援融資制度の内容を厚生

労働省と協議し、2025年 10月１日より保証引受を開始しました。 

⑥ 自治体提携融資制度の堅確な運営に努めるとともに制度の効率化に向けた取組みを行い

ました。 

 

（２）ホームページ等の改善によるお客さま向けの情報発信の充実 

① 2025年４月にホームページをリニューアルし、当協会の事業の仕組みや各種お手続き

等の情報を拡充しました。 

② ホームページのリニューアルに併せてコンテンツ管理を内製化し、タイムリーな情報発

信に取り組みました。 

 

２．Ｗｅｂ完結型保証審査の利便性の向上 

（１）新技術や新商品の導入によるＷｅｂ完結型保証審査の利便性向上 

① ｅＫＹＣ（顔認証等のデジタル技術によりオンライン上で本人確認を完結できる仕組

み）による本人確認を円滑に実施し、審査業務の迅速化・堅確化を行いました。また、



 

2027年４月に予定される犯罪収益移転防止法の改正施行に向けてＪＰＫＩ（公的個人認

証サービス）の導入準備を進めました。 

② Ｗｅｂ完結型保証審査の取扱商品に教育ローン（カード型）を追加するとともに各金庫

の非対面取引の拡充等の要望にあわせた機能改善を行いました。 

 

（２）ＡＩ保証審査の業務フローの改善等による審査結果通知の迅速化 

① 2025年３月にＲＡＮＳシステム（Ｗｅｂ完結型保証審査システム）に導入した信用情

報重複判定プログラムの活用やｅＫＹＣの導入を通じて、審査結果通知までの時間を短縮

しました。 

② お客さまが申込時に入力を円滑に行えるよう、ＲＡＮＳシステムや確認書類アップロー

ドシステムの入力項目に係る顧客宛説明を改善しました。 

 

３．ご返済方法の拡充等を通じたお客さまの利便性向上 

（１）求償権のご返済方法や諸手続きの拡充による利便性の向上 

① 当協会へご返済いただくお客さまの利便性向上に向けてホームページに払込取扱票の再

送依頼機能等を付与しました。また、ホームページに付与した各種機能をより多くのお客

さまにご利用いただくための施策を検討しました。 

② インターネットで口座振替の申込ができるサービスを導入し、口座振替開始までの期間

の短縮を図る等、お客さまの利便性向上に努めました。また、同サービスの利用率向上に

向けて、案内方法の改善策を検討しました。 

③ ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）にて決済用バーコードを送付する仕組みの導入

は、ＳＭＳを悪用した詐欺等に対する行政庁の動向等を踏まえて見送りました。 

 

（２）家計の状況に沿った求償権のご返済方法の策定支援等 

① 当協会へご返済いただくお客さまからの相談に丁寧に対応する態勢を整備し、家計の状

況に応じた返済方法のご提案に努めました。 

② 架電効率を高めるためプレディクティブコール（督促対象案件の連絡先へ自動的に一斉

に架電し、応答があった場合にオペレーターに接続されるシステム）の運用方法を改善し

ました。また、裁判所からの連絡文書等の取込みについてＡＩ－ＯＣＲ（光学的文字認識

にＡＩを組み合わせた文字認識機能）の活用を進め、業務効率化を図りました。 

 

（３）自然災害の被災者に対する求償権の返済条件に係る柔軟な対応 

① 災害救援ローンの保証を通じて、自然災害に被災されたお客さまに対する継続的な支援

をしました。 

② 自然災害の影響により返済困難となったお客さまが自然災害ガイドラインを利用された

場合には、労働金庫・弁護士等と連携して適切な事務手続きを行い、制度の趣旨に則って

対応しました。 

 

 

 

 



 

［基本戦略２］系統保証機関としての役割発揮 

１．労働金庫の融資関連課題の協働 

（１）融資伸長策や業務効率化策への着実な対応 

① 労働金庫からの融資および保証制度に係る改善要望を労働金庫協会・労働金庫連合会と

共有し、保証業務担当各級会議等での協議を通じて制度改善を進めました。また、住宅ロ

ーン不適切融資の抑制に向けて、労働金庫連合会と規程等の見直しを進めました。 

② 労働金庫の問合せ対応や規程改定等を通じて保証条件の設定理由や金庫業務に関する知

見の共有化を進めました。 

③ 有担保ローンの非対面受付の拡大に向けた徴収書類の簡素化については、審査機能の低

下等を懸念する金庫意見が多く聞かれたことから、対応を見送りました。 

 

（２）労働金庫業務経験者の知見の活用等による金庫目線での課題対応 

① 労働金庫に出向した経験者による研修を実施し、労働金庫の業務やお客さまに関する知

見を共有化しました。 

② 金庫業務を習得し、その知見を当協会業務の改善につなげることを目的とする教育出向

について、３金庫に計４名を受け入れていただきました。 

③ 金庫業務の理解促進を目的にアール・ワンシステムの融資関連システムの操作研修を実

施しました。 

 

（３）信用リスク分析ＤＢの活用支援等を通じた労働金庫の融資諸施策の検討支援 

データ分析ツールの活用に関する問合せ対応やデータ分析結果の提供等を行ったほか、デ

ータ分析ツールの活用をテーマとする出張研修を１金庫で実施しました。 

 

（４）保証制度や債権管理・回収に関する出張研修の実施 

 労働金庫から要請を受けて、代弁事例等をテーマとする出張研修を２金庫、債権管理・回

収をテーマとする出張研修を２金庫、ＡＩ保証審査をテーマとする出張研修を２金庫で実施

し、融資審査や債権管理・回収に関する情報を提供しました。 

 

２．労働金庫の融資業務の円滑化等への貢献 

（１）保証業務担当各級会議や定期的な金庫訪問を通じた適時、適切な保証制度の改定 

① 保証業務担当各級会議や定期的な金庫訪問を通じて他金融機関との競合上の課題等を伺

い、保証条件の見直しや事務運用における改善を行いました。 

② 労働金庫連合会と連携して様々な理由による収入減少に伴い返済困難となったお客さま

に対して約定変更を柔軟に行えるよう保証条件の見直しをしました。 

③ 有担保ローンの非対面受付の拡大に向けた徴収書類の簡素化については、審査機能の低

下等を懸念する金庫意見が多く聞かれたことから、対応を見送りました。 

 

（２）保証期間の延長や最終弁済時年齢の引き上げ等による商品性の向上 

① 返済期間 50年の有担保ローン導入による労働金庫の商品設計等を支援するとともに保

証期間の延長に伴う各労働金庫のリスク管理方法を検証し、効果を確認しました。 



 

② 労働金庫から寄せられたご意見を踏まえて教育ローン（カード型）の最終弁済時年齢を

満 76歳から満 81歳に引き上げる等、保証制度の改善に取り組みました。 

 

（３）変動保証料制度や階層別保証料率制度の適切な運用の支援 

① 変動保証料制度に代位弁済率の抑制を目的とする審査基準を導入している 10金庫と意

見交換を行い、追加した審査基準の導入効果等を共有する等、労働金庫の変動保証料制度

の適切な運用を支援しました。 

② 変動保証料制度について、平均保証債務残高と保証収支額に応じて適用保証料率を優遇

するよう制度内容を改めました。 

③ 階層別保証料率制度について、新設した階層区分を含む変更申請をいただき、審査支援

システムの設定変更等を適切に実施しました。 

④ 労働金庫連合会と協議し、介護や傷病等を理由に一時的に収入減少したお客さまについ

て、収入回復までの期間、元金据置が利用できるよう制度改定を行いました。 

 

（４）少子高齢化や人口減少等の社会構造の変化を見据えた融資関連施策の検討 

① 少子高齢化や人口減少等の社会構造の変化を踏まえ若年層やシニア層との取引拡大に向

けて、大学生協を通じた取組み等の検討に着手しました。 

② ＮＰＯ等非営利法人向けの保証条件について保証限度額の引き上げや保証期間の延長等

の改善を行いましたが、創業資金や新規事業資金を資金使途の対象とするスキームの検討

については先行他社からの協力が十分に得られない見通しとなったことから、検討方法を

再考する扱いとなりました。 

 

（５）ＬＧＢＴＱをはじめ多様化が進む社会に適合する融資取引の検討 

① 労働金庫連合会と連携し、ＲＡＮＳシステムの性別欄に「申告を希望しない」項目を

2026年３月 23日に新設しました。また、事実婚、同性パートナーの親族に係る資金等も

保証の対象とするよう改善を進めました。 

② 各種帳票のユニバーサルデザイン化やホームページの音声読み上げ機能の導入について

検討を進めました。 

 

（６）初期与信モデルの性能評価等の内製化と労働金庫業態に沿う信用リスク分析等の実施 

① 初期与信モデルの性能評価業務の内製化を行いました。 

② 初期与信モデルの性能評価業務の内製化により、自由度を上げた分析ができる環境が整

ったことから、労働金庫の融資施策に活用できる帳票等の検討に着手しました。 

③ 初期与信モデルの再構築業務の内製化に向けた取組みを行いました。 

 

（７）ＡＩ保証審査の導入支援およびＡＩ保証審査モデルの性能向上 

① 労働金庫におけるＡＩ保証審査モデルの活用支援として審査支援システムの改修仕様を

取りまとめ、2026年度の実装を支援することとしました。 

② ＡＩ保証審査モデルのチューニング作業を実施し、事務の堅確化と自動承認率の向上に

努めた他、初期与信モデル（有担保）のモデル更改に対応するための再構築作業等を実施

しました。 



 

（８）ＲＡＮＳシステムと受付システムの利用領域の整理 

2027年度に予定される利用領域等の整理作業に向けて、労働金庫協会、労働金庫連合会

と事務レベルの擦り合わせを開始しました。 

 

（９）アール・ワンシステム更改に向けた当協会のシステム更改方針の策定 

アール・ワンシステム更改コストの抑制に貢献するため、当協会保証システムに係る金庫

独自バッチを移行対象外とすることとし、金庫独自バッチの機能を承継、昇華するための新

システム構築を 2026年４月より行うこととしました。 

 

（10）地域労（勤）信協との情報共有 

① 保証業務担当各級会議等を通じて労働金庫業態の動向を地域労（勤）信協に情報共有し

ました。 

② 北海道労働金庫および北海道勤労者信用基金協会の依頼に基づき、資産等にかかるデュ

ーデリジェンスを実施しました。 

 

３．保証債務履行能力の堅持 

（１）堅調な新規保証引受と着実な求償権回収等による保証債務履行能力の維持・向上 

① 金庫訪問を通じて他社他行との競合上の課題や対応方法について意見交換等を行い、堅

調な新規保証引受の確保に努めました。 

② 2025年 10月のマイプランの保証料率の改定にあたり、端境期の対応を整理する等、円

滑な制度導入を支援しました。 

③ 案件毎に回収方針を策定し、求償権の着実な回収を図りました。有担保ローンの保証期

間の延長に合わせて、有担保求償権の分割弁済を受け入れる際の弁済期間の上限を延長し

ました。 

④ 2025年度資金運用計画に基づき、公共債の 10年ラダー運用に向けて、国債を 15億

円、共同発行地方債を 10億円購入したほか、譲渡性預金を中心とする資金運用を行いま

した。 

 

（２）経営管理機能の強化を通じた財務基盤の堅持 

① 初期与信モデル（有担保）の入替えに拠るリスク管理等への影響および対処方法を労働

金庫に報告し、円滑な対応を支援しました。 

② 財務基盤の堅持に向けて当協会の経営状態を適切に把握するため信用コスト率やОＨＲ

等、リスク耐性および経営効率を評価するための管理指標を整備しました。 

③ 厳格な予算統制による経営効率の向上に努め、自律的な予算統制の実現を目的として、

2026 年度より部門別管理会計を導入することとしました。 

④ ステークホルダーとの信頼関係の醸成に努めるため、主要計数の長期推移や当協会の収

支状況を取りまとめ、保証業務担当各級会議に報告しました。 

 

 

 

 



 

（３）事業の持続的な発展につながる深度あるデータ分析 

各金庫の競合先の商品制度や金利・サービスの情報を収集し、金庫訪問時に追随の要否等

について意見交換を行いました。また、他社他行の動向としてグループウェアに掲載し共有

しました。 

 

［基本戦略３］基盤となる職場環境の整備 

１．安心して働ける職場環境の整備 

（１）保証制度の改定等が経営に及ぼす影響や経営状態の共有 

① 会議資料等を通じて保証制度改定の背景や経営に及ぼす影響を役職員にて共有しまし

た。 

② 業務概況や各種計数をグループウェアで公開する等の取組みを通じて情報共有を進めま

した。また、役職員が正しく経営状況を把握し、役割発揮する環境の構築に向けて、部門

別管理会計の導入を進めました。 

 

（２）リーガルチェックの堅確化等内部管理態勢の強化 

① 各部のリーガルチェック業務の堅確化・効率化を図るため、2025年４月からＡＩ契約

書審査サービスの利用を全部署に拡大しました。また、各種覚書の雛形の改定とともに、

電子契約に関する社内ルールを整理しました。 

② 2025年７月１日付でプライバシーマークを取得し、ＪＩＳ規格による個人情報保護マ

ネジメントシステムの運用を開始しました。 

③ 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直し」の動向について、情報収集を行い見直し

に向けた諸規程等の改定作業を行いました。 

 

（３）経営方針や人材育成方針の定期的な発信と実践 

① 役員コミットメントの発信等を通じて経営方針や人材育成方針を周知しました。 

② 「2025年度中央機関人事運営方針」を基本とし、「中央機関人事戦略」を踏まえ人材

育成および人事の全体最適化の観点から人材育成マップを踏まえた人事異動を行い、中央

機関としての役割発揮、および 2025年度の事業遂行体制を構築しました。 

③ 信用保証事業の実施に不可欠なコア技能、競合他社との差別化につながる差別化技能等

を整理するとともに、職員の技能習得状況を意識した人事異動や教育研修の実施に向け

て、「技能管理シート」を作成し、習得状況を確認しました。 

 

（４）定年延長に合わせた人事制度や人材活用のあり方の整理 

2025年度に満 60歳に達する職員に対して制度の周知を行い、対象職員に職務および等級

等を通知しました。併せて、人事評価マニュアルの改定を行いました。 

 

（５）健康経営の取組みと実践 

① 「日本労信協 健康経営推進の取組み」および「2025年度健康管理活動計画」におけ

る重点課題（過重労働対策、メンタルヘルスケアの推進、生活習慣病の予防等）を中心に

取り組みました。また、「次世代育成支援対策推進法」および「女性活躍推進法」に基づ



 

く行動計画（2025～2027年度）の遂行のため、ノー残業デーや年休取得強化月間等を実

施し、総労働時間の削減に取り組みました。 

② 健康経営にかかる経営トップからの発信、「健康かわら版」の掲載、健康経営アプリの

利用や健康管理にかかる動画視聴等により、職員の健康意識向上に努めました。また、ホ

ームページに「日本労信協 健康経営推進の取組み」を公開し、取組み内容や各種指標を

開示しました。健康経営優良法人 2026（大規模法人部門）の認定を受けました。 

 

（６）相互に信頼し、率直に意見交換できる職場風土の醸成 

① タウンホールミーティング等を通じて経営陣と職員の間で率直に意見交換を行い、職場

のコミュニケーションの活性化や職場環境の改善等の施策につなげました。 

② 部会や部門会議等を通じて日常の業務運営を適切に行い、役職員がお互いを信頼して働

くことができる心理的安全性の高い職場風土の醸成を図りました。 

 

（７）中央機関グループにおける賃金事務の集中化・効率化 

人事賃金システム更改については、各団体の人員体制の影響を受けて作業が遅延したため

本番稼働時期を 2026年８月としました。通勤費管理システム（通勤費Ｗｅｂ）は、予定ど

おり 2026年３月より稼働を開始しました。 

また、賃金事務の集中化については、2026年度の継続課題とし、引続き中央機関として

費用対効果を総合的に勘案して実施の最終判断を行っていくこととしました。 

 

２．職員のワーク・エンゲージメントの向上 

（１）人材育成計画と期待する職員像の明確化によるやりがいの醸成 

① 必要な技能水準を明確にして、技能習得のために必要な業務経験を整理するとともにコ

ア技能、差別化技能に整合する形に基準表を整理しました。 

② 「キャリア研修」を受講した入会７年目の職員を対象にキャリア面談を実施し、職員が

自身のキャリア形成を主体的に考える機会として活用しました。 

③ 教育研修をはじめとした人材育成に係る施策等についての「教育研修・採用Ｎｅｗｓ」

を発行し、職員自身の能力開発意欲の向上に取り組みました。 

④ 労働金庫への出向者との面談を実施し、出向者本人および出向先の上長に当協会が習得

を期待する知識や経験を伝えるとともに業務内容の整合性のすり合わせを行いました。ま

た、出向終了後は、労働金庫への出向経験を活かせる部署への配属を行いました。 

⑤ 金庫出向の目的は人材交流を通じた業態の人材レベルの底上げと中央機関グループ業務

の継続性・安定性の確保にあることを労働金庫協会、労働金庫連合会と確認し、2026年

度の人事運営方針・春季人事異動方針を策定しました。 

 

（２）政策課題等に関与する機会の確保 

① 提案者が改善提案内容の実現まで関わることを希望できる仕組みの業務改善提案制度を

継続実施するとともに、前年度の表彰提案の内容をそれぞれ実現しました。 

② 生成ＡＩの活用による業務改善を共通テーマとする部門別業務改善提案を実施し、生成

ＡＩの活用策を検討しました。 



 

③ ＩＴ・ＤＸ研修にて抽出したデジタル技術を活用した新商品や業務効率化策は 2025年

度中に成案化に至らなかったことから、2026年度に継続して取り組むこととしました。 

 

（３）継続的な業務改善の取組み 

① 全社的に継続して業務改善に取り組み、業務効率性やコスト意識を常に持つ改善意識の

醸成に努めました。 

② 個人情報保護対策監査において、被監査部以外の管理職が参加するトレーニー監査を実

施しました。 

 

（４）ＳＤＧｓへの貢献を実感できる取組みの実施 

物品購入を通じた障がい者を対象とする就労継続支援事業所の活動支援、備蓄品のフード

バンクへの寄贈、寄付型自動販売機の設置等、職員がＳＤＧｓへの貢献を実感できる取組み

を継続しました。 

 

３．職員の多様性の包摂 

（１）誰もが安心して働ける職場環境の推進 

① 性自認や性的指向等による差別や不利益の無い職場環境を実現するため、「コンプライ

アンス違反等事例 Advance」の情報発信や、コンプライアンス研修等により多様性をテー

マとした学習・啓発を行い、理解の促進を図りました。また、人事関連規程の改定に向け

て労働組合と協議を行い、職場環境の整備を進めました。 

② 障がい者雇用が進んでいる他社や業者から情報収集を行い、障がいのある職員が安心し

て円滑に業務を遂行できる態勢の整備を進めました。 

 

（２）在宅勤務等、多様な働き方が選択できる就業ルールの検討 

① 在宅勤務の実施状況と業務の生産性について取りまとめ、在宅勤務の取扱いを再度周知

しました。 

② 2025年７月に在宅勤務用端末の入替えを行い、在宅勤務の環境を改善しました。 

 

（３）専門職（スタッフ職能）キャリアの検討 

職員が自身のキャリアを考えるきっかけとなるよう、自己申告書の見直し等を実施しまし

た。また、「2026 年度中央機関人事運営方針」に沿った中央機関の人事・賃金・評価諸制

度等の再構築を行うなかで、多様な働き方について検討していくこととしました。 

 

（４）ハラスメントの無い職場環境の整備 

① ハラスメントを発生させない職場環境を実現するため、ハラスメントに関する研修等を

実施し、職員の意識醸成に取り組みました。 

② ハラスメント外部相談窓口を周知することで、相談希望者による相談先の選択肢を広

げ、活用を促しました。 

③ 2025年 12月に「カスタマーハラスメントに対する基本方針」を策定・公表しました。

また、カスタマーハラスメントの研修を実施し、カスタマーハラスメント事例や対処方法

の共有を進めました。 



 

（５）出産、育児、介護等に伴い業務配慮等を要する職員と同僚職員双方が安心して働ける職

場環境の整備 

① 出産、育児、介護等により職員が長期休職に入ることで業務に大きな影響を受ける部署

に対して派遣職員を採用して、人員調整を行いました。 

② 「育児・介護休業法」および「次世代育成支援対策推進法」の改正に伴う関連諸規程の

改定を行い、対象者（養育両立支援休暇を取得できる職員・介護休暇を取得している職

員）に個別に意向聴取を行いました。 

以 上 


